
コロナ治療薬が自己負担ありに…「支援ゼロ」になったときに予想される「最悪の未来」
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コロナ治療薬の「自己負担」は今後どう影響するか 
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 コロナ治療薬の「自己負担」は、この感染症のゆくえを大き

く左右するかもしれない―。 

 

 

 

 

【写真】名医 20人が自分で買って飲んでいる「市販薬」実名リストを公開！ 

 

'23年 5月 8日、新型コロナウイルスが「5類」に位置づけられた。世界的なパンデミッ

クに発展したコロナ問題は、この日以降、日本でも異なるステージに入った。 

 だが、これで感染が完全に終息したわけではない。ワクチンや治療薬の普及などによ

り、死亡や重症化のリスクは軽減しつつあるものの、感染は継続しており、いまは第 9波

が到来している。 

 現在、日本政府はかつてのような感染の「全数把握」を行っていないため、正確な感染



状況の把握は困難だが、モデルナ社がウェブサイトに掲載している、新型コロナ 

「リアルタイム流行・疫学情報」の「新型コロナ患者数推移(全国)」によると、8月 18

日以降、毎日の新型コロナ患者数の推計値は 10万人を超えており、9月 12日の記者会見

にて、東京都医師会の尾崎治夫会長は第 9波の到来を明言した。 

 日本を含む世界は、コロナとの共存を選択したので、ロックダウンのような措置を行わ

ないが、感染が継続するなか、特に高齢者や基礎疾患などをもつハイリスクな人々を守る

努力は重要だ。 

 このような状況で、大きな動きがあったのが、新型コロナウイルス治療薬の自己負担に

関する扱いである。今年 9月末までは、全額公費で支援し、自己負担をゼロとすることが

決まっていたが、10月以降の扱いが大きく変わったのである。 

 厚生労働省は、10月以降、治療一回あたりの患者負担の上限額を設けることとした。

窓口負担が 3割の人々には最大 9000円、2割の人々には最大 6000円、1割の人々は最大

3000円の負担をすることになる。 

 また、日本政府は将来的には、コロナ治療薬に対する公費支援をゼロに縮小していくつ

もりだろう。そのとき、新型コロナの感染力や重症化リスクなどが大幅に低下していれば

よいが、そうでない場合、感染状況はどうなるのか。 

 これに関して、新時代戦略研究所(INES)の興味深い試算がある。この研究所では、約 1

万人を対象とした「コロナの治療費用に関するオンライン調査」を行い、薬剤費の患者窓

口負担がなければ、90％以上の回答者が服薬意向(非常に服薬したい+服薬したい)を示し

たことを明らかにした。他方でこの調査は、1万円の患者負担になるとその割合は約 10％

に低下し、3万円では約 5％以下にまで低下する可能性を示している。 

 さらに INESは、この調査結果や厚労省のデータなどを用いて、自己負担が 3割となっ

たときの、高齢者の重症者数・死亡者数への影響を分析している。その結果は、自己負担

ゼロの場合にくらべて、最大で約 11倍に増加する可能性があるというものだった。INES

はこうした知見をもとに、コロナ治療薬の公費支援について、日本における新型コロナ感

染症の抗体保有率などが、海外諸国の水準に到達するまでは延長すべきと提言している。 

 提言の妥当性については精査が必要だが、人類がコロナとの共存の道を選択した今、高

齢者や基礎疾患などをもつハイリスクな人々を守る方策の必要があろう。 

 「週刊現代」2023年 10月 14日号より 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


